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１ 民 間 給 与 関 係



 



１　調査の目的

２　調査の内容等

　(1)　調査の内容

この調査の内容は、次のとおりである。

ア 昨年８月から本年７月までの特別給の支給実績

イ 民間企業における給与改定の状況等

ウ 本年４月分として個々の従業員に支払われた給与月額等

エ 本年４月分の初任給の状況

なお、このうち、今回の報告の基礎となったのは、ア及びイに関する調査である。

　(2)　調査期間

　　本年においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、（1）ア及びイ

　に関する調査を先行して実施した。各調査期間は、次のとおりである。

・（1）ア及びイに関する調査：６月29日（月）～７月31日（金）

・（1）ウ及びエに関する調査：８月17日（月）～９月30日（水）

３　調査機関

人事院及び佐賀県人事委員会　ほか

４　調査の範囲等

　(1)　調査対象事業所

　　令和２年４月分最終給与締切日現在において、全産業の企業規模（調査事業所を含めた

　企業全体の常勤の従業員総数）50人以上で、かつ、事業所規模（調査事業所の常勤の従業

　員総数）50人以上の佐賀県内の民間事業所　341事業所

常勤の従業員とは、常時勤務する従業員のうち、雇用期間を定めず雇用されている者

　（いわゆる正社員）。

　　なお、本年は、新型コロナウイルス感染症に対処する厳しい医療現場の環境に鑑み、病

　院は調査対象から除外した。

　(2)　事業所の抽出

　　調査対象事業所を、組織、規模、産業により11層に層化し、これらの層から153事業所を

　無作為に抽出し調査を行った。

　(3)　集計

　　　　総計及び平均の算出に際しては、母集団に復元して行った。

令和２年職種別民間給与実態調査の概要

　　先行して実施した調査における調査完了事業所数は、第１表のとおりである。

この調査は、職員の給与を検討するため、民間給与の実態を調査するものである。

(1)



第１表　産業別、企業規模別調査事業所数

企業規模
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第２表　民間における冬季賞与の考課査定分の配分状況

一定率（額）分 考課査定分 一定率（額）分 考課査定分 一定率（額）分 考課査定分

規模計 49.8 50.2 50.5 49.5 53.3 46.7

500人以上 58.0 42.0 58.4 41.6 60.5 39.5

100人以上
500人未満

46.1 53.9 48.7 51.3 52.1 47.9

１00人未満 45.8 54.2 43.0 57.0 46.1 53.9

係員部長級 課長級区分

企業規模

(3)
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３ 生 計 費 関 係



 



１　標準生計費の費目

食料

住居、光熱・水道、家具・家事用品

被服及び履物

保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽

その他の消費支出（諸雑費、こづかい、交際費、仕送り金）

２　費目別、世帯人員別標準生計費の算定

　２人～５人世帯については、「家計調査」における佐賀市勤労者世帯の令和２年４月の費目

別平均支出金額（日数を365/12日に、世帯人員を４人に調整したもの）に、費目別、世帯人員

別生計費換算乗数を乗じて算定した。

　１人世帯については、平成26年の「全国消費実態調査」を基礎として算定した平成30年４月

の費目別標準生計費に、消費動向の変動分を加味して算定した令和２年４月の全国の費目別標

準生計費に、佐賀市と全国の費目別平均支出金額の比率を乗じて算定した。

（注）令和２年４月の家計調査における佐賀市の勤労者世帯の集計世帯数は、49世帯である。

被服・履物費 ・・・・・

雑 費 Ⅰ ・・・・・

雑 費 Ⅱ ・・・・・

標準生計費の算定方法

　「生計費」の現状を俯瞰するため、総務省の「家計調査」と「全国消費実態調査」を基にし

て、令和２年４月の標準生計費を次の方法により費目別、世帯人員別に算定した。

　もっとも、例年、生計費の現状をも踏まえて民間給与が決定されていると考えられることか

ら、職員給与の決定にあたっては、同標準生計費を参考にしつつも、民間の給与水準に準拠す

ることを基本に据え、民間の給与の水準との均衡を図ることを通して職員給与の決定に生計費

の現状が反映されるべきものと考えている。

　標準生計費は、次の費目に分類して算出している。各費目の内容は、それぞれ次に掲げる家

計調査等の大分類項目に対応する。

食 料 費 ・・・・・

住 居 関 係 費 ・・・・・
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第４表　佐賀市における費目別、世帯人員別標準生計費
（令和２年４月）

円 円 円 円 円

38,330 49,800 61,270 72,730

47,570 42,790 38,010 33,220

3,600 4,090 4,580 5,070

56,120 75,900 95,660 115,440

26,960 31,410 35,860 40,310

172,580 203,990 235,380 266,770

≪参考≫　全国における費目別、世帯人員別標準生計費（人事院算定）

（令和２年４月）

円 円 円 円 円

39,000 50,660 62,330 74,000

53,220 47,870 42,520 37,170

3,630 4,120 4,610 5,110

37,120 50,200 63,270 76,350

20,070 23,380 26,690 30,010

153,040 176,230 199,420 222,640

雑 費 Ⅰ 43,590

雑 費 Ⅱ 9,310

計 122,080

食 料 費 23,940

住 居 関 係 費 44,120

被服・履物費 1,120

世帯人員
１　人 ２　人 ３　人 ４　人 ５　人

費　目

世帯人員
１　人 ２　人 ３　人 ４　人 ５　人

費　目

食 料 費 24,360

住 居 関 係 費 49,360

被服・履物費 1,130

雑 費 Ⅰ 28,830

雑 費 Ⅱ 6,930

計 110,610
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